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・新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成25年4月

制定、以下「特措法」という）の施行を受け、平成25年

9月に策定（平成31年3月一部変更）

・新型コロナ対応で把握された課題を踏まえ、次の感

染症危機でより万全な対応を行うことを目指して対

策の充実等を図るため、令和6年7月に「新型インフ

ルエンザ等対策政府行動計画（以下、「政府行動計画」

という）」が抜本的に見直し

→ 本計画についても、令和7年3月に変更

「宮崎県新型インフルエンザ等対策行動
計画（以下、「県行動計画」という）」とは・・・
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※令和６年度

令和８年３月までに市町
村行動計画の変更を予定。
（県目標）

※国は遅くとも令和８年７月
までに全ての市町村が変更を
完了するよう指示。
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市町村においても行動計画の変更が必要

●R7.5.27 県が市町村向け説明会を実施

県薬務感染症対策課が「新型インフルエンザ等対策行動計画の変更に係る市

町村等担当者説明会」を実施。

  ※R6.12.26 内閣感染症危機管理統括庁より『市町村行動計画作成の手引き』
を発出。

市町村行動計画に定める事項（特措法第８条第２項関係）

①新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事項

②次に掲げる措置に関する事項
・新型インフルエンザ等に関する情報の事業者及び住民への適切な方法による提供

・住民に対する予防接種の実施その他の新型インフルエンザ等のまん延の防止に関
する措置
・生活環境の保全その他の住民の生活及び地域経済の安定に関する措置

③新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項

④他の地方公共団体その他の関係機関との連携に関する事項 9



市町村においては、
令和８年３月までに市町村行動計画の変更を予定。

（宮崎県目標）

※国は遅くとも令和８年７月までにすべての市町村が変更
を完了するよう指示。

○作業状況の確認のため、県薬務感染症対策室より、2～3ヶ月に１回程度
進捗状況の照会及び共有予定。

市町村行動計画の変更スケジュール

特措法上、変更にあたって必要なプロセス
  

①学識経験者（感染症の専門家等）の意見聴取
（県より各市町村へ意見聴取についての方法や相手方について実施計画を照会し、結果を各市町村へ共有済）

②他の地方公共団体の長の意見聴取 ※他の地方公共団体に関係する項目を定める場合のみ

 ③県への報告
 

 ④議会への報告・公表
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